
 
 
 
 
 
 
 

年金記録訂正請求に係る答申について 
東海北陸地方年金記録訂正審議会 

平成３０年１月２４日答申分 

 

 

  ○答申の概要 

    （１）年金記録の訂正の必要があるとするもの      １件 

         国 民 年 金 関 係         ０件 

         厚生年金保険関係         １件 

    （２）年金記録の訂正を不要としたもの           ２件 

         国 民 年 金 関 係         ０件 

         厚生年金保険関係         ２件 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1700232 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1700188 号 

 

第１ 結論 

   請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日を昭和 19 年 10

月１日、喪失年月日を昭和 20 年９月１日に訂正し、昭和 19 年 10 月から昭和 20

年８月までの標準報酬月額を１万円とすることが必要である。 

昭和 19 年 10 月１日から昭和 20 年９月１日までの期間については、厚生年金

保険法第 75 条ただし書の規定により、保険給付の計算の基礎となる被保険者期

間として記録することが必要である。 

   その余の請求期間については、厚生年金保険被保険者記録の訂正を認めること

はできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 女                

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和３年生 

   住    所 ：  

 

２ 請求内容の要旨   

   請 求 期 間 ： ① 昭和 19 年 10 月１日から昭和 21 年２月まで 

② 昭和 21 年９月から昭和 22 年 10 月まで 

請求期間①について、私は、Ａ社に勤務していたが、年金記録では、昭和 19

年６月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得しているものの、喪失年月日が

不明という理由から、年金記録の設定基準により、現在、喪失年月日は昭和 19

年７月１日とされている。しかし、私は、昭和 18 年３月に国民学校を卒業し、

同年４月に同社に正社員として入社した後、同社Ｂ工場、Ｃ工場及び疎開先の

Ｄ工場で終戦後まで継続して勤務していた。 

請求期間②について、私は、家族と一緒に疎開先からＥ市の自宅に戻った後

は、再びＡ社に入社し結婚により退職するまでは、同社Ｂ工場及びＣ工場で勤

務していた。 

請求期間①及び②について、勤務していたことは確かなので、年金額に反映

されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由  

   請求期間①について、請求者は、昭和 18 年４月にＡ社に正社員として入社した

旨陳述しているところ、日本年金機構が保管する厚生年金保険被保険者台帳索引

票（以下「被保険者台帳索引票」という。）から、請求者は、厚生年金保険制度



が発足し、被保険者台帳記号番号の払出しが開始された昭和 19 年６月１日に被

保険者資格を取得していることが確認できる。 

上述の資格取得後における請求者の厚生年金保険被保険者記録について、日本

年金機構Ｆ事務センターは、Ａ社に係る戦時下の厚生年金保険被保険者名簿（以

下「被保険者名簿」という。）は、戦災により全て焼失し、現在、保管している

被保険者名簿は、昭和 21 年頃在籍していた被保険者を対象に復元したものと思

われ、請求者に係る標準報酬月額や被保険者資格の喪失年月日は不明である旨回

答しているところ、被保険者名簿の大規模な焼失等から半世紀以上も経た今日に

おいて、保険者も被保険者名簿の完全な復元を成し得ない状況の中で、請求者に

これによる不利益を負担させるのは相当ではないと言うべきである。 

また、請求者は、Ａ社に入社してから終戦後に退職するまで、同社Ｂ工場、Ｃ

工場及び疎開先のＤ工場で継続して勤務していた旨陳述しているところ、請求者

の工場を異動した経緯についての説明は具体的であり、当時の状況について記載

された資料とも符合することから、請求者の主張には信ぴょう性がある上、戦時

中、疎開先のＤ工場へ異動し、終戦後も勤務していた旨陳述している同僚の工場

を異動した経緯及び勤務状況等についての記憶と請求者の記憶が符合しており、

当該同僚は、オンライン記録によると、戦中戦後にかけて同社に係る厚生年金保

険被保険者記録が確認できることから、請求者についても、厚生年金保険被保険

者として、終戦頃まで同社に係る各工場で勤務していたことが推認できる。 

   さらに、Ａ社関連社史によると、昭和 19 年施行の厚生年金保険法に基づき、全

従業員を対象として同制度に加入し、保険料は法規どおり労使折半負担とした旨

記載されている。 

以上を踏まえて本訂正請求を見るに、請求者のＡ社に係る厚生年金保険被保険

者記録は、事業主が届出を行った後に焼失した可能性が相当高いと認められる一

方で、この推認を妨げる特段の事情は見当たらないこと等の諸事情を総合して考

慮すると、請求期間①のうち請求者の同社における年金額に反映する厚生年金保

険被保険者資格の取得年月日を女性に対する厚生年金保険料の徴収が開始され

た昭和 19 年 10 月１日とし、喪失年月日については、上述した請求者の被保険者

台帳索引票の記号番号前後における複数の同僚の同社に係るオンライン記録で

の喪失年月日が昭和 20 年９月１日とされていることから、請求者についても昭

和 20 年９月１日とすることが妥当であると判断する。 

また、請求期間①のうち、昭和 19 年 10 月から昭和 20 年８月までの標準報酬

月額については、厚生年金保険法及び船員保険法の一部を改正する法律（昭和 44

年法律第 78 号）附則第３条の規定により、１万円とすることが妥当である。 

一方、請求期間①のうち、昭和 20 年９月１日から昭和 21 年２月までの期間及

び請求期間②について、請求者は、終戦後、１か月以上はＡ社Ｄ工場で勤務し、

その後、他事業所での勤務を経て、昭和 21 年９月頃、家族と一緒に疎開先から

Ｅ市の自宅に戻り、再びＡ社に入社し、同社Ｂ工場及びＣ工場で勤務した旨陳述

しているものの、ⅰ）当該期間に係る勤務状況等についての具体的な記憶はない

こと、ⅱ）複数の同僚に照会を行ったものの、請求者を記憶している者はいない



こと、ⅲ）同社に係る人事記録等を引き継いでいるＧ社は、請求者が在籍してい

たことを示す資料は残っていない旨回答していること、ⅳ）Ｈ健康保険組合は、

保管期限経過により、請求者に係る加入記録は不明である旨回答していることか

ら、当該期間に請求者が勤務していたことを推認することはできない。 

また、請求期間②について、オンライン記録から、請求者が再入社したとする

昭和 21 年９月にＡ社において厚生年金保険被保険者資格を取得していることが

確認できる複数の者は、同社に係る被保険者名簿においても加入記録が確認でき

るため、上述した戦災により全て焼失したとされる被保険者名簿は、この頃既に

復元されていたものと考えられるところ、当該被保険者名簿に請求者の加入記録

は確認できない。 

このほか、請求者の請求期間①のうち、昭和 20 年９月１日から昭和 21 年２月

までの期間及び請求期間②に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求

者が厚生年金保険被保険者として、請求期間①のうち、昭和 20 年９月１日から

昭和 21 年２月までの期間及び請求期間②に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1700171 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1700187 号 

 

第１ 結論 

請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失年

月日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 24 年１月１日から平成 28 年 10 月中旬まで 

    私は、Ａ社に平成24年１月１日から平成28年10月中旬まで勤務していたが、

平成 24 年３月 23 日に厚生年金被保険者の資格を喪失しているため、同日以降

の厚生年金保険の記録がない。請求期間のうち、平成 24 年３月 23 日から平成

28 年 10 月中旬まで同社に、継続勤務し、銀行振込で給与の支払いを受けてい

たことは確かなので、調査して、当該期間を年金額に反映する記録に訂正して

ほしい。 

     

第３ 判断の理由 

１ 請求期間のうち、平成 24 年１月１日から同年３月 23 日までについて、オン

ライン記録によると、Ａ社は、平成 24 年１月１日から平成 25 年２月 20 日ま

で厚生年金保険の適用事業所であった（全喪原因は事業実態がないことによる

認定全喪）ことが確認できるところ、請求者は、平成 24 年３月 23 日まで同社

に係る厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できる。 

２ 請求者は、請求期間のうち、平成 28 年７月１日から同年９月 30 日までを勤

務対象期間とした給与支払明細書３枚（平成 28 年７月分、８月分、９月分）

を提出しているところ、当該明細書において、請求者がＡ社から給与の支払い

を受け、控除対象月は不明であるが厚生年金保険料３か月分が当時の法定保険

料率を用いて控除されていることが確認できる。 

しかしながら、上述のとおり、Ａ社は、平成 25 年２月 20 日に事業実態がな

いことにより厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、事業主、代表取締

役員、元代表取締役員、取締役員（以下、「事業主等」という。）と連絡が取れ

ず、請求者に係る同社における勤務実態、給与の支給状況、厚生年金保険の取

扱い等について確認することができない。 



また、日本年金機構は、本訂正請求を受け、平成 29 年 12 月に、再度、事業

所の所在地に臨場して確認を実施したが、認定全喪したときと同様に事業実態

がないため、厚生年金保険の適用事業所が存在していないと思料する旨の回答

をしている。 

３ 請求期間のうち、給与支払明細書が提出されていない期間について、上述の

とおり、Ａ社及び事業主等からは情報を得ることができない上、請求者は、給

与が振り込まれていたとする金融機関の預金取引明細等について自身で準備

する旨陳述していたものの、提出には至っておらず、その他給与明細書等の提

出もないため、請求者の同社における勤務実態、給与の支給状況、厚生年金保

険料の控除に関する確認ができない。 

４ 請求者が、Ａ社に勤務していたとする請求期間に係る住民票及び戸籍の附票

から確認できる住民税の課税庁であるＢ市、Ｃ市及びＤ市に照会したものの、

同社における請求者の給与所得額及び社会保険料控除額は確認できず、給与の

支払い等により勤務実態は確認できない。 

また、請求期間に係る請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格喪失

届は、日本年金機構に保管されており、当該届出書によると、オンライン記録

と同様、平成 24 年３月 23 日に被保険者資格を喪失する届出がなされているほ

か、雇用保険被保険者資格取得届出確認照会回答書においても、請求者の同社

における離職年月日は、厚生年金保険の被保険者資格と一致している。 

このほか、請求者の請求期間のうち、平成 24 年３月 23 日から平成 28 年 10

月中旬までの期間における勤務実態、給与の支給状況、厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

５ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請

求者が請求期間のうち、平成 24 年３月 23 日から平成 28 年 10 月中旬までの期

間において厚生年金保険の被保険者であったと認めることはできない。 

 

 

 

 



 
厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1700266 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 1700189 号 

 

第１ 結論 

   請求期間について、請求者のＡ事業所におけるＢ共済組合員資格の取得年月日

の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

   住    所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： 昭和 53 年４月１日から昭和 54 年 12 月１日まで 

   私は、昭和 46 年１月から昭和 53 年３月末までＣ事業所で勤務し、その後は、

空白なくＡ事業所に勤務したにもかかわらず、請求期間の厚生年金保険の記録

がない。請求期間にＡ事業所に勤務したことは間違いないので、年金額に反映

されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

Ａ事業所は、請求期間当時、Ｂ共済組合加入団体であったところ、Ｂ共済組合

は、請求者の請求期間について組合員資格は確認できない旨回答しており、同組

合提出の請求者の当該事業所に係る組合員資格再取得届によれば、昭和 54 年 12

月 1 日に資格取得していることが確認できる。 

また、Ｂ共済組合加入団体であったＡ事業所は、社会保険事務所(当時)に対し

ては、厚生年金保険に係る届出はなく、健康保険のみの届出がなされていたとこ

ろ、請求者の政府管掌健康保険被保険者原票から、当該事業所に係る政府管掌健

康保険被保険者資格は、上述のＢ共済組合の組合員資格取得日と同日である昭和

54 年 12 月１日に取得していることが確認できる。 

さらに、Ａ事業所に係る雇用保険被保険者記録の取得日も、昭和 54 年 12 月１

日とされている上、請求者は、当該事業所に係る資料を保管しておらず、当該事

業所及び同僚への照会を希望していないため、請求者の勤務状況及び掛金控除に

ついて確認することができない。 

このほか、請求者の請求期間における勤務実態及びＢ共済組合員の加入状況に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求

者が請求期間においてＢ共済組合員であったと認めることはできない。 


